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令和元年度における確認要件の特例を受けた確認大学等について 

高等教育の修学支援新制度における機関要件確認については、「大学等における修学の支援に関す

る法律施行規則（令和元年６月28日文部科学省令第６号）」（以下「省令」という。）及び「機関要件

の確認事務に関する指針（2019 年度版）（令和元年６月 25 日）」（以下「指針」という。）において、

令和元年度の確認申請における特例が設けられているところです。 

この特例は、令和２年度以降の機関要件確認に際しては適用されませんので、この点をあらためて

ご認識いただくとともに、令和元年度における確認要件の特例を受けた確認大学等については、下記

について十分にご留意いただくようお願いします。 

記 

１ 実務経験のある教員等による授業科目の配置について 

（１）関係規定 

大学等における修学の支援に関する法律施行規

則（令和元年６月28日文部科学省令第６号）（抄） 

機関要件の確認事務に関する指針（2019年度版）

（令和元年６月25日）（抄） 

（大学等の確認要件） 

第二条 法第七条第二項第一号の文部科学省令

で定める基準は、次の各号のいずれにも適合す

るものであることとする。 

一 大学（学校教育法（昭和二十二年法律第二

十六号）第百三条に規定する大学を除き、短

期大学の認定専攻科を含む。）、高等専門学校

（第四学年、第五学年及び認定専攻科に限

る。）及び専門学校（専門課程を置く専修学

校をいい、専門課程に限る。以下同じ。）（以

下「大学等」という。）の学部等（学部、学

科又はこれらに準ずるもの（法第三条に規定

する大学等における修学の支援の対象者が

在学できないことが明らかにされているも

のを除く。）をいう。第四条第一項において

同じ。）ごとに、実務の経験を有する教員が

担当する授業科目その他の実践的な教育が

様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等に

よる授業科目の配置】 

 

※ 確認申請を行う年度の教育課程において、実

務経験のある教員等による授業科目である旨

を、授業計画書（シラバス）において学生に示

しているものを計上すること。 

ただし、2019 年度の確認申請に限り、特例

として、授業計画書（シラバス）とは別途の資

料（一覧表等）において、実務経験のある教員

等による授業科目である旨を、学生に示してい

る場合は、当該授業科目を計上することができ

る。 

 

 

様式第２号の１－②【⑴実務経験のある教員等に

よる授業科目の配置】 

様 



行われる授業科目（実践的な教育が行われる

旨が第三号イに規定する授業計画書に記載

されているものに限る。）の単位数又は授業

時数が別表第一に定める基準数以上である

こと。 

三 大学等において、客観性及び厳格性が確保

された学修の成果に係る評価（イにおいて

「成績評価」という。）の適正な管理に関す

る事項として次に掲げる事項を実施するこ

と。 

イ 毎年度、授業計画書（授業科目、授業の

方法及び内容、年間の授業の計画、成績評

価の方法及び基準その他の授業の実施に

関する事項を記載したものをいう。）を公

表すること。 

２ 前項第一号の実務の経験は、その者の担当す

る授業科目に関連する実務の経験でなければ

ならない。 

 

※ 確認申請を行う年度の教育課程において、実

務経験のある教員等による授業科目である旨

を、授業計画書（シラバス）において生徒に示

しているものを計上すること。 

ただし、2019 年度の確認申請に限り、特例

として、授業計画書（シラバス）とは別途の資

料（一覧表等）において、実務経験のある教員

等による授業科目である旨を、生徒に示してい

る場合は、当該授業科目を計上することができ

る。 

 

（２）留意事項 

○ 指針において、実務経験のある教員等による授業科目として、確認申請を行う年度の教育課

程において、実務経験のある教員等による授業科目である旨を、授業計画書（シラバス）にお

いて学生等に示しているものを計上することが原則であるところ、令和元年度の確認申請に限

り、特例として、授業計画書（シラバス）とは別途の資料（一覧表等）において、実務経験の

ある教員等による授業科目である旨を、学生等に示している場合は、当該授業科目を計上する

ことができるとされています。 

○ 令和元年度における本件の特例を受けた確認大学等にあっては、令和２年度における更新確

認申請書の提出に際して、原則どおり、実務経験のある教員等による授業科目として、確認申

請を行う年度の教育課程において、実務経験のある教員等による授業科目である旨を、授業計

画書（シラバス）において学生等に示しているものを計上することが求められることなります。 

○ 当該大学等におかれては、引き続き要件を満たすことができるよう、あらかじめご検討の上、

十分にご準備いただくようお願いします。 

 

２ 学外者である理事の複数配置について 

（１）関係規定 

大学等における修学の支援に関する法律施行規

則（令和元年６月28日文部科学省令第６号）（抄） 

機関要件の確認事務に関する指針（2019年度版）

（令和元年６月25日）（抄） 

（大学等の確認要件） 

第二条 法第七条第二項第一号の文部科学省令

で定める基準は、次の各号のいずれにも適合す

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の

複数配置】 

 



るものであることとする。 

二 大学等の設置者（国立大学法人（国立大学

法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条

第一項に規定する国立大学法人をいう。次条

第一号及び第四条第二項において同じ。）、独

立行政法人国立高等専門学校機構、公立大学

法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律

第百十八号）第六十八条第一項に規定する公

立大学法人をいう。次条第一号において同

じ。）及び学校法人等（私立学校法（昭和二

十四年法律第二百七十号）第三条に規定する

学校法人及び同法六十四条第四項に規定す

る法人をいう。次条第二号イ及びロにおいて

同じ。）（第四号ロ及び第四条第三項において

「大学等の設置及び運営を主たる目的とす

る法人」という。）に限る。）の役員（監事を

除く。）のうちに、その任命又は選任の際現

に当該大学等の設置者の役員又は職員でな

い者（第三項において「学外者」という。）

が二人以上含まれること。 

 

附 則 

（令和元年度における確認要件の特例等） 

第三条 令和元年度における確認申請書の提出

の時において、第二条第一項第二号又は第四条

第三項の基準に適合していない大学等が令和

二年四月一日までに当該基準に適合すること

が確実に見込まれるものであるときは、当該大

学等は、当該基準に適合したものとみなす。 

※ 申請時点の理事について記載すること。ただ

し、2019 年度の確認申請に限り、特例として、

申請時点において要件を満たしていない場合

であっても、2020 年４月１日までに複数の学

外者である理事の選任を確実に実施する見込

みがあるときは、要件を満たすものとする。こ

の特例を受けようとする場合は、備考欄に、 

「2020 年４月１日までに、複数の学外者であ

る理事の選任を確実に実施する」旨を記載する

こと。 

 

（２）留意事項 

○ 省令及び指針において、学外者である理事の複数配置が原則であるところ、令和元年度の確

認申請に限り、特例として、申請時点において要件を満たしていない場合であっても、令和２

年４月１日までに複数の学外者である理事の選任を確実に実施する見込みがあるときは、要件

を満たすものとすることとされています。 

○ 令和元年度における本件の特例を受けた確認大学等にあっては、令和２年度における更新確

認申請書の提出に際して、原則どおり、学外者である理事の複数配置が求められることなりま

す。 

○ 当該大学等に対しては、令和元年12月上旬時点におけるご検討の状況について、12月中旬

を目途にご報告を求める予定としておりますので、あらかじめご準備いただくようお願いしま

す。 



 

３ 外部の意見を反映することができる組織への外部人材の複数配置について 

（１）関係規定  

大学等における修学の支援に関する法律施行規

則（令和元年６月28日文部科学省令第６号）（抄） 

機関要件の確認事務に関する指針（2019年度版）

（令和元年６月25日）（抄） 

（大学等の確認要件） 

第二条 法第七条第二項第一号の文部科学省令

で定める基準は、次の各号のいずれにも適合す

るものであることとする。 

二 大学等の設置者（国立大学法人（国立大学

法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条

第一項に規定する国立大学法人をいう。次条

第一号及び第四条第二項において同じ。）、独

立行政法人国立高等専門学校機構、公立大学

法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律

第百十八号）第六十八条第一項に規定する公

立大学法人をいう。次条第一号において同

じ。）及び学校法人等（私立学校法（昭和二

十四年法律第二百七十号）第三条に規定する

学校法人及び同法六十四条第四項に規定す

る法人をいう。次条第二号イ及びロにおいて

同じ。）（第四号ロ及び第四条第三項において

「大学等の設置及び運営を主たる目的とす

る法人」という。）に限る。）の役員（監事を

除く。）のうちに、その任命又は選任の際現

に当該大学等の設置者の役員又は職員でな

い者（第三項において「学外者」という。）

が二人以上含まれること。 

 

（大学等の確認要件の特例） 

第四条 （略） 

３ 大学等の設置者が大学等の設置及び運営を

主たる目的とする法人以外の法人又は個人で

あるときは、第二条第一項第二号の基準に代え

て、当該大学等の教育について当該大学等の職

員でない者の意見を反映することができる組

織（当該組織の設置及び運営を定める規程が作

成されているものに限る。）の構成員のうちに、

当該大学等の職員でない者が二人以上含まれ

ることを基準とする。 

 

様式第２号の２－②【⑵-②外部の意見を反映す

ることができる組織への外部人材の複数配置】 

 

※ 申請時点の構成員について記載すること。

ただし、2019 年度の確認申請に限り、特例と

して、申請時点で要件を満たしていない場合

でも、2020 年４月１日までに複数の外部人材

の選任を確実に実施する見込みがあるとき

は、要件を満たすものとする。この特例を受

けようとする場合は、備考欄に、「2020 年４

月１日までに、複数の外部人材の選任を確実

に実施する」旨を記載すること。 



附 則 

（令和元年度における確認要件の特例等） 

第三条 令和元年度における確認申請書の提出の

時において、第二条第一項第二号又は第四条第

三項の基準に適合していない大学等が令和二

年四月一日までに当該基準に適合することが

確実に見込まれるものであるときは、当該大学

等は、当該基準に適合したものとみなす。 

 

（２）留意事項 

○ 省令及び指針において、外部の意見を反映することができる組織への外部人材の複数配置が

原則であるところ、令和元年度の確認申請に限り、特例として、申請時点において要件を満た

していない場合であっても、令和２年４月１日までに複数の外部人材の選任を確実に実施する

見込みがあるときは、要件を満たすものとすることとされています。 

○ 令和元年度における本件の特例を受けた確認大学等にあっては、令和２年度における更新確

認申請書の提出に際して、原則どおり、外部の意見を反映することができる組織への外部人材

の複数配置が求められることなります。 

○ 当該大学等に対しては、令和元年12月上旬時点におけるご検討の状況について、12月中旬

を目途にご報告を求める予定としておりますので、あらかじめご準備いただくようお願いしま

す。 

 

４ 学校関係者評価の実施・結果の公表について 

（１）関係規定  

大学等における修学の支援に関する法律施行規

則（令和元年６月28日文部科学省令第６号）（抄） 

機関要件の確認事務に関する指針（2019 年度版）

（令和元年６月25日）（抄） 

（大学等の確認要件） 

第二条 法第七条第二項第一号の文部科学省令

で定める基準は、次の各号のいずれにも適合す

るものであることとする。 

四 次に掲げるものを公表すること。 

ニ 学校教育法施行規則（昭和二十二年文部

省令第十一号）第百七十二条の二第一項各

号（同令第百七十九条において準用する場

合を含む。）に掲げる情報（専門学校にあ

っては、同令第百八十九条において準用す

る同令第六十七条の規定による評価の結

果及び様式第二号の申請書に記載すべき

情報） 

 

附 則 

様式第２号の４－②【⑷財務・経営情報の公表（専

門学校）】 

 

※ 公表する学校関係者評価の結果については、

確認申請を行う年度（または更新申請書を提出

する年度）の前年度または前々年度を評価対象

年度とする学校関係者評価の結果を公表する

こと。 

 

※ 2019年度の確認申請に限り、特例として、申

請時点までに学校関係者評価の実施方法・体制

が決められていれば、評価（注）の公表が 2020

年度からであっても要件を満たすものとする。

その場合には、「学校関係者評価の基本方針」

の欄に評価の実施方法・体制を記載するととも



（令和元年度における確認要件の特例等） 

第三条 （略） 

２ 令和元年度における確認申請書の提出の時

において、第二条第一項第四号ニに規定する評

価の結果を公表していないことにより同号の

基準に適合しない専門学校が令和二年度にお

ける更新確認申請書の提出の時までに当該評

価の結果の公表を確実に実施すると見込まれ

るものであるときは、当該専門学校は、当該基

準に適合したものとみなす。 

に、併せて「学校関係者評価の委員」の欄に「学

校関係者評価を確実に実施し、2020年度からそ

の結果を公表するために委員の選任を行う」旨

を記載し、かつ、「学校関係者評価結果の公表

方法」の欄に「2020年度から評価を確実に公表

する」旨を記載すること。 
（注）2019年度を評価対象年度とする学校関係者

評価結果、またはその前年度（2018 年度）を

評価対象年度とする学校関係者評価結果 

 

（２）留意事項 

○ 省令及び指針において、専門学校は学校関係者評価の結果を公表することが原則であるとこ

ろ、令和元年度の確認申請に限り、特例として、申請時点までに学校関係者評価の実施方法・

体制が決定されていれば、評価の結果の公表が令和２年度からであっても要件を満たすものと

することとされています。 

○ 令和元年度における本件の特例を受けた確認専門学校にあっては、令和２年度における更新

確認申請書の提出に際して、原則どおり、学校関係者評価の結果の公表が求められることなり

ます。 

○ 当該専門学校に対しては、令和元年12月上旬時点におけるご検討の状況について、12月中

旬を目途にご報告を求める予定としておりますので、あらかじめご準備いただくようお願いし

ます。 
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